
 

 

 

１ 改定の背景・方向性 

本計画は、平成２０年３月に策定した旧計画における目標の達成状況を検証し、 

新たな目標を掲げるとともに「東日本大震災」や「令和元年東日本台風（台風１

９号）」などの教訓から浮き彫りとなった新たな課題を踏まえ改定するものです。 

旧計画策定時からの取組みにより一定の成果は出ていますが、区内には狭あい

道路が多く、公園が少ない密集市街地や地震被害の危険度が高い地域がまだ多く

残されています。道路、公園などの都市基盤整備とともに、区内に広がる災害上

脆弱な市街地の整備・不燃化等の面的防災対策のより一層の強化を図ります。 
 

２ 計画の方針 

（１）計画の基本理念 

 

（２）計画の目標 

【計画目標１】 首都直下型地震に備えたまちづくり 

【計画目標２】 浸水被害に備えたまちづくり 

【計画目標３】 被災時における復興体制の整備 

本計画では、足立区・東京都・国と区民及び事業者が協力して、災害に対して

強靭なまちを築くことを目指し、「区全域レベル」「地区レベル」「建築物レベル」

の分類ごとに取り組みの方向性を整理します。 

各レベルの対策が相互に連携することで、防災まちづくりを効率的に進め、本

計画が目指す「災害に対して強靭なまち」を築きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 区全域レベルの対策 ２ 地区レベルの対策 ３ 建築物レベルの対策 

都市計画道路、河川、鉄道により

都市の骨格となる延焼遮断帯を形成

するとともに、事業の導入により木

造住宅密集地域における問題改善を

図ります。 

身近な公園緑地、及び主要生活道

路、細街路の整備等を行い、防災性

が高い地区を形成します。 

区民等が自らの建物・敷地・

施設の安全性を向上させ、災害

に強い建物とします。そのため

に区は必要な支援を行います。 

足立区防災まちづくり基本計画改定 概要版 

１ 

～ 防災・減災で築く強靭なまち あだち ～ 
 

【災害に強いまちづくりに向けた３つの対策】 

 



３ 計画期間 

本計画の計画期間は、令和３年度から概ね１０年間とします。令和７年度には

中間検証を行い、必要に応じて見直しを行います。 

【計画スケジュール】 
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４ 計画の位置づけ 

本計画は、足立区ユニバーサルデザインのまちづくり条例第１８条に基づき定

めるもので、「足立区都市計画マスタープラン」を上位計画とする、防災分野のま

ちづくり計画です。 

また、防災面で関連のある「足立区都市復興マニュアル」「足立区地区環境整備

計画」「足立区地域防災計画」及び東京都の関連計画との整合を図り、足立区の基

本的な防災まちづくりの計画を示します。 

【足立区防災まちづくり基本計画の位置づけ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 

ｃ 

ｃ 

足立区都市計画マスタープラン 

足立区基本構想 

足立区基本計画 

足立区の上位計画 

分野別まちづくり計画 

【防 災】 

【交 通】足立区総合交通計画 

【住 宅】足立区住生活基本計画 

【  緑  】足立区緑の基本計画 

【景 観】足立区景観計画 

【地区別】足立区地区環境整備計画  など 

足立区防災まちづくり基本計画 

東京都の関連する計画 

防災都市づくり推進計画 

都市計画区域の整備、開発及び 

保全の方針 

（都市計画区域マスタープラン） 

東京都の上位計画 

地域防災計画 

震災復興マニュアル 

足立区都市復興マニュアル 

足立区地域防災計画 

足立区地区環境整備計画 

足立区の関連する計画 



 

 

 

 

 

 

５ 計画の構成 

３ 



 

６ 施策指標一覧 

各施策の指標と目標を設定し、ＰＤＣＡサイクルによる進行管理を行いながら、

防災まちづくりを推進していきます。 

１ 震災対策 

１ 延焼遮断帯の形成 

【施策】１-１-（１）都市計画道路の整備                     Ｐ１０ 

施策指標 
実績 

令和３年度 

中間 

令和７年度 

目標 

令和１２年度 

都市計画道路整備延長の割合 

（区内総延長 161Km） 
８２．７％ ８４．３％※ ８６．２％※ 

※ 中間値：補助 109 号線（1,210ｍ）、補助 138 号線江北地区（1,330ｍ）、足区街 13 号線（50ｍ）の事業化を 

見込む。 

※ 目標値：優先整備路線全ての事業化を見込む。補助 140 号線（450ｍ）、補助 138 号線中川地区（600ｍ）、 

補助 253 号線（250ｍ）、補助 254 号線（800ｍ）、補助 255号線（700ｍ）、足区街 8 号線（220ｍ） 

 

【施策】１-１-（２）都市防災不燃化促進事業の推進                Ｐ１２ 

施策指標 
実績 

令和２年度 

中間 

令和７年度 

目標 

令和１２年度 

都市防災不燃化促進事業終了地区数 １７地区 ２０地区※ ２３地区※ 

※ 現在の事業地区の終了見込み及び今後の事業予定地区をふまえ設定。 

 

【施策】１-１-（３）最低限度高度地区・防火地域等による規制誘導         Ｐ１４ 

施策指標 
実績 

令和２年度 

中間 

令和７年度 

目標 

令和１２年度 

都市計画道路沿道の用途地域等変更面積 

（令和３年度からの累計） 
― 約３２．０ｈａ※ 約４２．０ｈａ※ 

※ 中間値：補助 136 号線沿道足立地区（4.4ha）、補助 261 号線沿道伊興地区（8.9ha）、補助 256 号線沿道中央

本町地区（5.7ha）、補助 109号線沿道神明南・北加平町地区（13.0ha）を見込む。 

※ 目標値：補助 138 号線沿道江北地区（10.0ha）を見込む。 

 

２ 地域特性に応じた市街地整備 

【施策】１-２-（１）密集市街地整備事業の推進                  Ｐ１６ 

施策指標 
実績 

令和２年度 

中間 

令和７年度 

目標 

令和１２年度 

３地区平均不燃領域率（西新井駅西口周辺・千住

仲町・千住西の３地区） 
５６．７％ ６４．２％※１ ７０％※１ 

密集事業で整備した公園の総数（西新井駅西口周

辺・千住仲町・千住西の３地区内）（累計） 
１０か所 １４か所※２ １８か所※２ 

※１ 事務事業評価の考えを踏襲し、前年度実績から 1.5ポイント上昇として設定。 

※２ 公園用地の取得状況をふまえ、整備予定の年度から設定。 

 

 

 

 

 

 

 

４ 



 

【施策】１-２-（２）不燃化特区における取り組みの推進              Ｐ１８ 

施策指標 
実績 

令和２年度 

中間 

令和７年度 

目標 

令和１２年度 

不燃化特区指定地区の不燃領域率 ６２．１７％ ６８％※１ ７０％以上※１ 

不燃化特区の老朽建築物の解体費助成件数 

（平成２６年からの累計） 
９７９件 ２８００件※２ ― 

※１ 東京都防災都市づくり推進計画に基づき目標設定。 

※２ 目標の不燃領域率達成に向けて想定される件数を設定。 

 

【施策】１-２-（３）新たな防火規制区域の指定                  Ｐ２０ 

施策指標 
実績 

令和２年度 

中間 

令和７年度 

目標 

令和１２年度 

新たな防火規制区域内の不燃領域率 ６２．１７％ ６８％※ ７０％以上※ 

※ 不燃化特区指定地区の不燃領域率を参考に設定。 

 

【施策】１-２-（４）地域特性に応じた地区計画等の策定              Ｐ２２ 

施策指標 
実績 

令和２年度 

中間 

令和７年度 

目標 

令和１２年度 

市街化区域（4,810ha）に対する地区計画等の策定

面積割合 
３２．４％ ３４．４％※ ３６．４％※ 

※ これまでの実績から地区計画等の策定面積割合の上昇を 0.4％／年と見込む。 

 

【施策】１-２-（５）都市基盤整備の整備状況に応じた市街地整備          Ｐ２４ 

施策指標 
実績 

令和２年度 

中間 

令和７年度 

目標 

令和１２年度 

市街化区域（4,810ha）に対する地区計画等の策定

面積割合（再掲） 
３２．４％ ３４．４％※ ３６．４％※ 

※ これまでの実績から地区計画等の策定面積割合の上昇を 0.4％／年と見込む。 

 

３ 防災拠点・輸送路等整備 

【施策】１-３-（１）災害備蓄倉庫及び輸送拠点の整備               Ｐ２６ 

施策指標 
実績 

令和３年度 

中間 

令和７年度 

目標 

令和１２年度 

災害備蓄倉庫の適正管理 

（棚卸事業） 

第一次避難所 

116か所 

拠点倉庫 7か所 

第一次避難所 全箇所 

第二次避難所 全箇所 

拠点倉庫 全箇所※ 

区内倉庫（帰宅困難者

用倉庫等含む） 

全箇所※ 

※ 現在は拠点倉庫及び第一次避難所のみ管理を行っているが、将来的には区内全箇所の災害備蓄倉庫の適正管

理のため、令和７年度までに第二次避難所全箇所、令和１２年度までに帰宅困難者用倉庫等を含む全ての倉庫

の棚卸を目指す。なお、避難所の増加等に伴い災害備蓄倉庫も増加するため、年度時点の災害備蓄倉庫全箇所

の管理を実施する。 

 

【施策】１-３-（２）緊急輸送道路の機能確保                   Ｐ２７ 

施策指標 
実績 

令和２年度 

目標 

令和７年度 

特定緊急輸送道路の総合到達率 ９８．１％ ９９％※ 

※ 東京都耐震改修促進計画による。 

５ 



 

【施策】１-３-（３）防災船着場と緊急輸送道路を結ぶネットワークの形成      Ｐ２９ 

施策指標 
実績 

令和３年度 

中間 

令和７年度 

目標 

令和１２年度 

区内の防災船着場整備済数 ３か所 ４か所※ ４か所※ 

※ 千住大橋船着場を新たに整備予定（区整備）。国整備予定の荒川２か所（千住・扇）は、「荒川水系河川整備

計画 平成２８年（令和２年９月変更）」において、概ね３０年の間に整備が計画されている。 

 

４ 防災施設の整備 

【施策】１-４-（１）主要生活道路の整備                     Ｐ３１ 

施策指標 
実績 

令和２年度 

中間 

令和７年度 

目標 

令和１２年度 

密集事業で整備した防災生活道路拡幅面積 

【西新井駅西口周辺（R7事業終了予定）・千住仲町

（R4事業終了予定）・千住西の３地区】（累計） 

２４０７㎡ ２９４０㎡※ ３０６５㎡※ 

※ 今後の整備予定及び過去の実績より拡幅面積を想定し算出。 

 

【施策】１-４-（２）細街路の整備                        Ｐ３３ 

施策指標 
実績 

令和２年度 

中間 

令和７年度 

目標 

令和１２年度 

細街路整備率 

（累計整備距離／細街路指定距離※） 
34.85％ 38.77％※ 42.70％※ 

※ 細街路指定距離：222.88Km（片側換算）  目標整備距離：1.75Km／年 

※ 中間値：（77.67Km+1.75Km×5 年）／222.88Km×100＝38.77％ 

※ 目標値：（86.42Km+1.75Km×5 年）／222.88Km×100＝42.70％ 

 

【施策】１-４-（３）防災・減災の拠点となる公園の整備              Ｐ３４ 

施策指標 
実績 

令和２年４月 

中間 

令和７年度 

目標 

令和１２年度 

公園率※ 

（区内の都立公園、区立公園、児童遊園、プチテ

ラスの合計面積が、区の面積に占める割合） 

６．１％ ６．２％※ ６．３％※ 

※ 防災・減災の拠点となる公園整備を推進するため、区内における公園面積の割合を施策指標として設定。 

  中間値・目標値は、第三次足立区緑の基本計画をもとに設定。 

 

【施策】１-４-（４）消防水利等の整備                      Ｐ３７ 

施策指標 
実績 

令和２年度 

中間 

令和７年度 

目標 

令和１２年度 

災害時協力井戸の水質検査実施率 ９０％ １００％ １００％ 

 

【施策】１-４-（５）無電柱化の推進                       Ｐ３８ 

施策指標 
実績 

令和３年度 

中間 

令和７年度 

目標 

令和１２年度 

無電柱化整備完了延長 １０．８Km １３．３Km※１ １５．６Km※２ 

※１ 補助 258 号線、区画街路 14 号線、補助 138 号線、五反野駅前通り、区画街路 14 号接続区道、補助 251 号

線、千住一丁目地区沿道を想定。 

※２ 補助 256 号線、五反野駅前通り、六町区画整理地内、江北駅～女子医アクセス道路、補助 251 号線沿道を

想定。 

 

６ 



 

５ 避難所等の整備 

【施策】１-５-（２）避難所の整備                        Ｐ４２ 

施策指標 
実績 

令和２年度 

中間 

令和７年度 

目標 

令和１２年度 

地区防災計画策定支援団体数 

（町会自治会数４３２団体）（累計）※ ４６団体 未定※ 未定※ 

防災区民組織に対して資機材の点検や訓練など

の個別支援を行った回数（累計） 

（ ）は支援を行った組織数 

１４７回 

（140団体） 

７００回 

（402団体） 

１２００回 

（402団体） 

※ 地区防災計画策定支援事業は、令和６年度までに１００団体の策定を目標に進めている。令和７年度以降の 

 事業継続は未定。 

 

【施策】１-５-（３）駅前滞留者の対策                      Ｐ４３ 

施策指標 
実績 

令和３年度 

中間 

令和７年度 

目標 

令和１２年度 

駅前滞留者・帰宅困難者等対策訓練回数 ２回 ２回 ２回 

 

６ 新しい建築物の安全性の向上 

【施策】１-６-（１）建築確認申請における指導強化                Ｐ４５ 

施策指標 
実績 

令和元年度 

中間 

令和７年度 

目標 

令和１２年度 

完了検査率 ９７．６％ ９９％ １００％ 

 

【施策】１-６-（２）生垣緑化等への誘導                     Ｐ４６ 

施策指標 
実績 

令和２年度 

中間 

令和７年度 

目標 

令和１２年度 

緑化助成件数（令和３年からの累計） １６件 
１００件 

※年間 20 件 

２００件 

※年間 20 件 

※ 中間値・目標値は、第三次足立区緑の基本計画をもとに設定。 

 

７ 既存建物の安全性の向上 

【施策】１-７-（１）無接道家屋の建替えの促進                  Ｐ４７ 

施策指標 
実績 

令和２年度 

中間 

令和７年度 

目標 

令和１２年度 

特定地域内における無接道家屋の建替え許可件

数（制度開始の平成２７年度からの累計） 
３０件 ５５件※ ８０件※ 

※ 過去の実績から年間５件程度を想定。 

 

【施策】１-７-（２）耐震改修等の促進                      Ｐ４９ 

施策指標 
実績 

令和２年度 

目標 

令和７年度 

住宅の耐震化率 ９１．４％ ９５％※ 

特定緊急輸送道路の総合到達率（再掲） ９８．１％ ９９％※ 

耐震改修工事助成申請件数 ２７９件 ３１０件※ 

ブロック塀等除却アドバイザー派遣件数 ８２件 
令和 3～7年 

累計５５０件※ 

※ 足立区耐震改修促進計画による。 

７ 



 

【施策】１-７-（３）空き家対策                         Ｐ５２ 

施策指標 
実績 

令和２年度 

中間 

令和７年度 

目標 

令和１２年度 

空き家相談会実施回数 １７回 ３４回 ３４回 

相談会案件の解決※ 件数（累計） ２件 １８件 ３３件 

※ 区に相談のあった空き家が売却・賃貸・解体することで解決に至った件数。 

 

【施策】１-７-（４）老朽建築物の対策                      Ｐ５３ 

施策指標 
実績 

令和２年度 

中間 

令和７年度 

目標 

令和１２年度 

把握している危険な老朽家屋の物件数※ １２０件 ８５件 ５０件 

※ 令和５年度に老朽家屋の再調査を行い、５０件が追加されると想定。 

２ 水害対策 
２ 避難所等の整備 

【施策】２-２-（１）分散避難等の徹底                      Ｐ６１ 

施策指標 
実績 

令和２年度 

中間 

令和７年度 

目標 

令和１２年度 

コミュニティタイムラインに基づいた避難訓練を

実施した地区数※1 １地区 １０地区 １２地区 

コミュニティタイムライン策定地区数※1 １地区 １０地区 １２地区 

個別避難計画書作成率（優先区分Ａ・Ｂ）※2 ― 
(令和 3 年度事業開始) 

１００％ １００％ 

※１ 河川氾濫時に浸水リスクが高く、対策が急がれる荒川沿川の地区町自連を基本の単位とした１２地区について 

コミュニティタイムライン策定を進める。 

※２ 新たに優先区分Ａ・Ｂに該当となった方の計画作成とともに、すでに作成した方の内容更新を毎年訪問確認に

より行う。 

優先区分Ｃ～Ｅについては、浸水リスクや支援者の有無、自力避難の可否など要支援者の実情に応じた作成・

支援方法を今後検討する。 

 

【施策】２-２-（２）避難所運営の体制強化                    Ｐ６３ 

施策指標 
実績 

令和２年度 

中間 

令和７年度 

目標 

令和１２年度 

「水害時避難所運営手順書」を作成済みの避難所数※ １１３か所 １６５か所 １８０か所 

「水害時避難所運営手順書」に基づいた開設訓練を 

実施した避難所数※ ３４か所 １６５か所 １８０か所 

※ 大規模水害時に区が開設する避難所（緊急避難建物・一時避難施設）のうち、区職員を派遣する避難所を 

対象としている（令和２年度当初１６４施設が対象）。 

 

【施策】２-２-（３）垂直避難施設の確保                     Ｐ６４ 

施策指標 
実績 

令和２年度 

中間 

令和７年度 

目標 

令和１２年度 

垂直避難先として確保した区営住宅空き住戸数 １９戸 ２４戸 ２９戸 

垂直避難先として確保した都営住宅空き住戸数 １６戸 ３５戸 ５０戸 

 

 

８ 



 

３ 建築物の水害対策 

【施策】２-３-（１）学校施設の水害対策                     Ｐ６５ 

施策指標 
実績 

令和３年度 

中間 

令和７年度 

目標 

令和１２年度 

浸水深を考慮した区内小・中学校の新築数 

（設計中を含む）（令和３年度からの累計） 
１校※１ ６校※２ １０校※３ 

※１ 北鹿浜小・鹿浜西小統合校。 

※２ 東綾瀬中学校、東渕江小学校、宮城小学校、千寿常東小学校、渕江中学校を想定。 

※３ 中川小学校、花畑小学校、第十四中学校、大谷田小学校を想定。 

 

【施策】２-３-（２）高層建築物、地下街の安全性の向上              Ｐ６６ 

施策指標 
実績 

令和２年度 

中間 

令和５年度 

目標 

令和１２年度 

特定建築物定期報告率 ８０％ ８５％ ９０％ 

 

【施策】２-３-（３）エレベーターの安全性の向上                 Ｐ６８ 

施策指標 
実績 

令和３年度 

中間 

令和７年度 

目標 

令和１２年度 

区施設におけるエレベーターの停電時自動着床

装置※の設置割合 ７２％ ７５％※１ ７８％※２ 

※ 停電時にエレベーターを最寄り階に着床させる装置。 

※１ 中間値：区有施設のエレベーター144 台中 108 台設置予定（昇降機改修計画による）。 

※２ 目標値：区有施設のエレベーター144 台中 112 台設置予定（昇降機改修計画による）。 

 

３ 区民等と一体となった復興体制の整備 
２ 復興まちづくり訓練等の実施 

【施策】３-２-（１）復興まちづくり訓練の実施                  Ｐ７５ 

施策指標 
実績 

令和３年度 

中間 

令和７年度 

目標 

令和１２年度 

職員復興まちづくり訓練の実施回数 

（令和３年度からの累計） 
１回 ５回 １０回 

区民との復興まちづくり訓練の実施回数 

（令和３年度からの累計） 
― ４回 ９回 

 

９ 


